

































































































































































































































































































































































































































（L1） 　P→ Q　Xと Yは売買契約を締結した→ Xは Yに対して売買代
金請求権を持つ


























































































































































































































































































































える」（＝Q if P）であると同時に、Qは P成立のための「必要条件」＝「Pが
いえるとき、Qという条件を充たしていることが必要である＝ Qのときに
















49） ここで Q→ Pでもあるときは、「Qであれば Pである＝P if Q」であるから、P→ Qと
Q→ Pが同時に成り立つ、つまり「同値」であるとき、「P if and only if Q」といい、「P iff Q」
ともいう。
要件が充足されていれば、Q効果があるといえる」という意味は有意である
から、我々はこの意味に限定して用いていることになる。
§65　次に、要件は、「それを欠けば効果は発生しない」と考えるものだから、
通常は必要条件の面を持つ。ここで、「通常」というのは、効果発生のため
に複数の法律構成が考えられる場合、ある一つの法律構成をなす要件は必ず
しも必要条件とはいえないからである。しかしながら、議論領域として、「今
問題となっている」法律構成について考えるとすれば、必要条件と考えて差
し支えないであろう。議論の有用性を確保するため以後この前提を採りたい。
要件が必要条件であるときは、「C効果→ D要件」というように、通常とは
逆の矢印の関係となる。この関係をみるときは、ⅰ C効果が D要件の十分
条件という意味を我々は考えておらず（§64と同様に、効果が条件の意味
を持つことを我々は考えていないから）、一方、ⅱ D要件が C効果発生のた
めの必要条件という意味のみを採用している。
§66　法律要件が必要条件にとどまる場合、法的三段論法の大前提としては不
十分であるが、法律実務家の思考過程を想定してみると（「正当化」と区別
される、「発見のプロセス」として）、それは次のように展開されるものでは
なかろうか。
　　ある法律効果の発生が問題となるとき、いかなる要件が必要となるかをま
ず検討し、ある法律構成の下で少なくとも欠けてはならない要件から探し、
それを固めていく。その際、法文や既存の法準則の規範を、まずは必要条件
を規定しているものとして探索し、そして、必要条件としての要件（C効果
→ D要件）が固まったら、次に、その要件で十分なものであるといえるか（D
要件→ C効果）、すなわち、必要かつ十分なものとなるかを検討し、それが
充たされる場合に（必要十分条件）、通常見受けられる形である、法規範「D
要件→ C効果」が認められるものである（記号で表現するなら、同値「D⇔ C」
である）。
§67　ところで、条件関係の形で述べられた命題は、その形式面を取りだせば
「対偶」推論等の古典論理的な点検を行うことができる。ここでは、要件が
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十分条件であることまでは確定していなくとも、必要条件であるといえる場
合の、形式論理の働きを用いることができる例を考えてみる。
　　例えば、ある命題「C効果→ D要件」（要件が必要条件）について、その
対偶である「¬D→¬C」は同値であるから、¬Dである場合は必ず¬Cで
あることが示されている。よって、特定の事案において必要要件 Dを充た
していないことが判明したとき、「その余の要件を検討するまでもなく」効
果発生は認められないと判断する。これは、思考経済（ときに現実の訴訟経
済）に資するものである。現に法律実務家が行っている思考に合致したもの
であろう。
　　以上は Dがごく単純なケースであるが、D要件がやや複雑であるとき、
例えば、「C→（A∧B）∨F」という命題が与えられた場合、その対偶は¬（（A
∧B）∨F）→¬Cとなり、「ド・モルガンの法則」により左項を変形すれば¬
（A∧B）∧¬F、これを更に変形すると（¬A∨¬B）∧¬F→¬Cとなり、「A
又は Bの要件が存在しないときで、かつ F要件が存在しないときは法律効
果が認められない」ことが示される。
　　この元になる命題は、例えば「売買契約解除による原状回復請求権（C）は、
催告（A）＋解除の意思表示（B）があったとき、又は、無催告解除の意思表示（F）
があったときに限って生じる」という文章が当たりうる（ここでは単純化し
て、これらの要件が必要条件として妥当な前提であると仮定する）。
　　ここで仮に、「催告もしくは解除の意思表示がなかったとき、又は無催告
解除の意思表示がなかったときは、売買契約解除による原状回復請求権は発
生しない。」という主張があったとする。この主張を形式化すると「（¬A∨
¬B）∨¬F→¬C」、というものであり、元になる命題を変形した前記「（¬
A∨¬B）∧¬F→¬C」と比較すれば、同値ではない、つまり、元の命題と
は異なる主張をしていることが判る。
§68　もちろん、法規範は通常「D要件→ C効果」の形式であり（要件が十
分条件として認められる場合）、その側面から見るときも、形式的な論理は
同様に働く。ただ、その意味のうち、C効果が必要条件となる意味を法律家
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は考えていないことを§64で指摘したが、その対偶「¬C→¬D」つまり「C
効果がないときは、必ず D要件を充たしていない」、この意味も法律家にとっ
てはあまり有意なものではないであろう。
§69　元来が、法規範（法文を含め）や主張について、その形式面を取りだし
て論理的な点検を行うことは可能だったわけであって、本稿は殊更に新しい
ことを述べているわけではない。ただ、法的三段論法の大前提そのものでは
なく、要件が効果発生のための必要条件であるとの前提をおいた場合「C効
果→ D要件」の形式の条件文を取り出して、対偶推論やド・モルガンの法
則などを用いた、比較的法律実務家もイメージしやすいレベルでの形式的な
論理の点検を行うこともできることを、改めて再確認したものである。日常
言語の使い手が、形式論理的な誤りを犯すことは滅多にはないであろうが、
ある程度複雑な要件を扱うときに、形式的に正確なチェックを行う際のツー
ルとして一定の有益さを持つのではないかと考える。
§70　なお、D要件と C効果の条件的な結びつきにおいて、その C効果は「～
の効果が与えられなければならない（義務）」又は「～してよい（許容）」な
どの規範的な意味を含む命題であるから、その前件と後件とは概念の包含関
係のような関係にはならないので（この点☞§39）、この点からも、古典論
理とは状況が異なるものである。
7　（補論）　いわゆる「オープン理論」の法理論としての意義
§71　高橋教授は、私法の領域では、対話的な、非単調論理に基づく法理論が、
要件事実論により既に構築されているとされ 50）、伊藤滋夫教授の「オープン
理論」が、法規範を排除可能なルールとして扱っており、デフォルト論理（非
単調論理の一種）の推論規則であることを表している、とされる 51）。
§72　本稿では要件事実論について直接触れる意図はないが、高橋教授の指摘
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50） 高橋『法的思考と論理』23p。
51） 高橋『法的思考と論理』141p、
によれば本稿の扱う論理との関係が生じることになるので、いわゆる「オー
プン理論」について検討しておきたい。
§73　確かに、請求原因を主張する段階で、それが暫定的な結論を述べるもの
と見た場合には（本稿でいう拡張アスペクト）、抗弁以降の事柄は、「あると
いうのでもないというのでもなく、オープンになっている」「とりあえず触
れていない」などと説明することは 52）、巧みな表現を用いた説明であろうと
考えられる。
§74　ただ、法理論という観点からみると、少々留保が必要であると思われる。
それははたして理論なのであろうか 53）。次の疑問がある。ⅰ「とりあえず」
触れないとか、問わないとか、オープンになっているとか、差し当たり結論
を出す、というようなことは、どの時点で、誰の視点から見てのことである
のか、意味が不明瞭ではないか、ⅱオープン理論という考え方は、要件事実
論に特有のものではないのではないか、ⅲオープン理論は要件事実論にとっ
て必須の理論であろうか、ということである。
§75　ⅰもし、この考え方が、時間の推移を考慮した現実の審理のプロセスの
ことを考慮しているとするならば、例えば原告が訴状により請求原因を主張
した時点のことになる（抗弁についても再抗弁以下の事柄がオープンになっ
ていると考えるのだから、ここでは例として請求原因の段階を考える）。し
かし、その際に、原告は、とりあえずという認識で主張するだろうか。もち
ろん、原告の心理としてそのような場合もありうるだろうが、心理を度外視
するならば、原告のモノローグとしての請求原因の主張は、確定的なもので
あろう（☞§56）。裁判官の視点だとする場合、裁判官が訴状を見て頭の中
で何らかの暫定的な結論を得ている可能性はあるが、そのような事柄が要件
事実論の体系の中で何か意味を有しているとは思われない。
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52） 伊藤滋夫『要件事実の基礎　新版　裁判官による法的判断の構造』（有斐閣、2015）
260p
53） 提唱者の伊藤滋夫教授自身「（それまでの説明と）独立の異なった理論」ではないと述
べられている（伊藤滋夫・前掲注52　260p）。
§76　そうすると、意味を持つのは、裁判官の視点で、当事者の各主張を立証
責任の観点から必要最小限のものに再構成する時点であろう。その際に、抗
弁事実にあたる事実は、請求原因の「段階」では主張がないものとして整理
されることに意味があろう（もし訴状に記載されていても。例えば、抗弁の
反対事実である「弁済がない」。先行自白についてはここでは度外視す
る）54）。
§77　しかしながら、そのような整理は、基本的に判決を書く段階で、裁判官
の頭の中で行われる作業である。そうすると、この整理を行う裁判官の視点
では、主張されるべき抗弁（抗弁以下の主張を含む）は、それが主張されて
いるかいないかが判明した後の段階であるから、とりあえずオープンにして
おく意味はない。
§78　そもそも、要件事実論的判断は、基本的には弁論を終結した時における
当事者の判断を対象とするもので、審理を終結し判決をするに熟した時点の
ものである 55）。そうであれば、要件事実論的判断において、オープン理論を
用いて説明すべき状態はどこにもないはずである。
§79　ⅱもちろん、請求原因として妥当な主張の内容（法律効果）が、その後
の抗弁の出現によって結局否定されることはある。しかしながら、このよう
な事態は、要件事実論を採るから特にそのような状態が生じるのではない。
当事者の主張を請求原因と抗弁等の主張に分ける前提に立って、かつ、審理
のプロセスにおいて見た場合、請求原因が主張される時点で、抗弁以下の主
張が禁止されるはずはなく、オープンな状態でありうることは当然のことで
ある。
§80　なるほど、「原則・例外の考え方」を強調する点に要件事実論の特徴が
あることは確かであるが、当事者の攻撃防御方法を請求原因と抗弁等に分け
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54） 「段階」には二義あろう。1つは、現実の審理における時間的な段階、今1つは、判決
書の主張整理における、順序はあるが無時間的な段階である。要件事実論では、基本的に
この後者の意味での段階を語っていることになると思われる。
55） 伊藤滋夫・前掲注52 18p。
る前提に立つこと自体には多くの異論はないはずであり、要件事実論の特徴
とはいえないであろう 56）。
　　そもそも、不確実な知識の下でとりあえず一定の結論を出すという思考方
法は、「一応の判断」や「事実上の推定」「特段の事情がない限り」というよ
うな場合に現れるが、それらの発想は法律実務家が具体的妥当性を可及的に
実現するために頻繁に用いてきたものであり、要件事実論に特有のものでは
ない。
§81　ⅲ次に、理論の点からみて、要件事実論が「オープン理論」を必要とす
る理由はない。もし仮に「オープン理論」が必要とされるとしたら、権利発
生の要件として不十分と考えられる請求原因を、プロセスの中のある時点で
は「差し当たり」許容する、という考え方を採った場合であろう。しかしな
がら、要件事実論では、原則的要件（請求原因）を充足する要件事実は、権
利発生にとって必要にして十分な事実でなければならない、とされている。
従って、請求原因として不十分であれば許容されず、一方、要件として十分
であれば権利は発生すると考えることになる。要件事実論は、例えば、抗弁
事実とされる弁済に関して、請求原因において「弁済がない」という主張を
行っていないとしても、権利発生に十分な事実が主張されていると考えるも
のである。よって、被告欠席の場合を想定すれば、要件事実論は、理論的に
は弁済の有無が不明のまま請求認容判決をすると考える説のはずである 57）。
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56） 要件事実論は、民法及び民事訴訟法の体系の中で、民事訴訟の場において法と実践と
のインターフェイスの役割を果たしているもので、法体系の中のプラグイン・システムの
ようなものであろう。プラグインとしての要件事実論を考慮しない、いわばデフォルトの
法理論によっても、攻撃防御方法を請求原因と抗弁等に分ける前提に立てば、オープンな
状態は当然生じる。
57） もちろん、実務では訴状に弁済がないと記載しない訴状はまず存在しないし、仮に記
載がなければ裁判官が原告に主張を促すであろうが、理論的には、その点は、訴訟運営上
の配慮や事案解明義務等の訴訟手続運営論の領域の問題になる。これは要件事実論の「守
備範囲外」のことなのである。この趣旨は、伊藤滋夫・前掲注 52『要件事実の基礎　新版』
20pにも記載があるが、同書旧版（2000年）167pでは、より明確に「守備範囲外のことで
ある」と記述されていた。
その限りで、訴訟運営上の問題を別論として、理論的には抗弁や再抗弁等を
考慮する必要はなく、抗弁や再抗弁等について「あるともないともいってい
ない」と弁明（説明）する必要もないのである。
§82　また、「オープン理論を認めないと、殆どすべての事実がまず請求原因
として主張されなければならないことになる」58）、ということにはならない
はずである。この仮定の帰結が成り立つとしたら、請求原因が主張されたら、
抗弁（再抗弁？）以下の主張を禁止するという説が存在する場合に限られる
と思われるが、もちろん、そのような説が存在するはずはなく、オープン理
論を必要とする理由にはならないであろう。
§83　本補論は、筆者が要件事実論に昏いがゆえの誤解に基づく批判となって
いる可能性をおそれるが、造詣の深い識者による教示としての反論を期待し
て、あえて論争的な内容となっていることをご海容願いたい。
8　結語
§84　叙上、法的三段論法について、また関連して 1章「はじめに」で要約し
た骨子（§5）及び補論について、その旨を展開した。本稿では、法的三段
論法の有用性を再確認する立場で検討をしたが、言うまでもなく、演繹的な
正当化をもって事足れりという主旨では全くなく、筆者が「論理の外」にあ
ると把握した部分（法解釈や実践上はこの論理外の方が圧倒的に重要である）
について、三段論法を超える様々な思考方法や、伝統的論理を拡張した論理
体系を利用する等より進んだ表現方法を導入していくことが望ましい場面が
あることは全く同感である。また、本来の論理の働く場面は極めて限定され
たものであるのに、「法的な論理」等の「論理」の用語を用いることが混乱
をもたらしている、というような批判はそのとおりであり、法律実務家は、
論理学でいう論理の妥当範囲を明確に認識したうえで、広い意味での論理的
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58） 伊藤滋夫編著『要件事実小辞典』（青林、2011）16p。もちろん、現実には論争の過程
で反論のための必要性が感じられたものであろうと推測されるが、本稿では理論の面に限
定して考えようとしているものである。
なコミュニケーションをより豊かにすることに努めるべきであると考える。
§85　そして、来るべき AI時代の本格的な到来を目前にして、法律家の側では、
AIとの接合を意識して、まず自らのあり方についてよく見直すことが喫緊
の課題ではないかと考える 59）。その次に、法律家の側では、広い意味での論
理に関する知見として、いわゆる議論についての理論、発見のプロセスに関
する様々な推論方法、更に隣接諸科学の成果を取り入れた実践の試み等、優
れた先行の業績があるが（各脚注の文献はその一部である）、それらを一層
豊かなものにしていく必要があると思われ、筆者も今後これらの先行業績に
学びつつ、考えていきたい。
§86　本稿は、主に高橋文彦教授の所説に触発されて検討をしたものである。
法律実務家として、長年にわたってごく自然に法的三段論法を用いながら、
その論理的な意義や位置付けに考え及ぶことはなく、高橋文彦教授の労作に
触れなければ気付くことがなかったであろう。本稿は同教授の論旨に対する
異論を含むものであるが、感謝しつつ、本稿を終えたい。
（きょうの・てつや　筑波大学法科大学院客員教授）
論説（京野）
182
59） 例えば、要件事実論は論理プログラミングと相性がよいところがあるが、論理研究者
が前提としている要件事実論そのものを対象とする議論、すなわち「メタ要件事実論」と
いうべき議論が、実体法学者を含めた法律家の側で十分になされているとは思われない。
また、論理プログラミングに乗せるとしても、当該事案においてルールやファクトとして
入力されるべき要件事実の確定（それは法律家の側の仕事であるが、評価的要件の問題等、
困難な問題である）こそが重要なのである。なお、要件事実を中心とした論理プログラミ
ングの実績として、例えば、佐藤健他「PROLEG：論理プログラミングをベースとした民
事訴訟における要件事実論の実装」（知識ベースシステム研究会 /人工知能学会［編］92
巻 1頁、2010）等がある。また、AIと法務について最近までの状況を法律家向けに解説し
たものとして、角田篤泰「人工知能の発展と企業法務の未来（1）～（4‒4・完）」NBL1107
～ 1131号掲載（2017‒2018）が参考になる。
